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背景 

 昨年来様々な場面で企業からの共同研究に関する経費負担の適正化が議論されてきている。直

近では文部科学省より「本格的な産学連携による共同研究の拡大に向けた費用負担等のあり方に

ついて（報告）」（平成 28 年 7 月 22 日付け）1)が出されており、算定方式例についても記述されて

いる。本来は学部、学科、研究室、研究者一人ひとりに小分けして算出することが正確であるが、

大学の公表しているマクロデータを用いておよその金額規模（大学の平均的数値）算出を試みた。      

 

概要 

 文部科学省「イノベーション実現のための財源多様化検討会」（平成 27 年 12 月 28 日）の資料

等によると、国立大学等における共同研究１件あたりの受入額は 231 万円と計算されている。統

計データとして充実したのは極く最近のことであり、経時的比較はできないが、同時期と考えら

れる統計資料 2)から北陸地域国立４大学の該当データを表．1 に示す。 

 

４大学全体の平均受入れ額は 126 万円、民間企業のみでは 103 万円（大企業では 108、中小企業

では 99 万円。同一県内中小企業では 78 万円）である。各校の特徴としては、本学においては県

内企業からの受入れ件数が多いこと、金沢大学においては民間企業のなかでも大企業との件数が

多く、北陸先端科学技術大学院大学では中小企業との、福井大学では地方公共団体との１件当た

りの金額が高い。共同研究受入れ費用を増加する観点では、件数、１件当たりの規模の両面から

考えるべきであり、積算費用の構成について考慮する必要がある。 

 

研究経費の考え方 

イノベーションなしに我が国の産業競争力維持向上はなく、大学の知を産業界、地域企業、社

会へ積極的に移転することの重要さが指摘され、“大学の研究成果の出口”が意識されている一方、

研究開発に係る経費の適正な負担が議論されるようになってきている。事業化を念頭にした企業

の開発予算の立て方は「試験研究費」「設備費」「（直接）人件費」「間接経費」の構成で考えると
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理解しやすい。これら“研究開発４費”のうち、通常表に出てくるものは前２者であり、「人件費

＋間接経費」は埋没コストとしてあまり議論されない場合もあり得る。（企業内人材の場合には、

既に人件費と“オーバーヘッド”は全社予算で計上されており、新たな投入費用のみを“開発費

用”として見ることもある。） 

企業ニーズに基づく“研

究開発案件”（将来的には

自社の事業に活かす目的

での事業予算）と考えると、

ビジネスプランの段階で

トータルリソース（社内外

を問わず事業実現に必要

な物的、人的資源と知的資

源）であり“研究開発４費”

で立案する必要がある。必

要リソースのうち自社で

賄えない物的、人的、知的

部分を大学等の外部機関との共同研究で獲得しようとするもので、その対価として「共同研究費」

がある。 

文科省の上記報告書 1)では大学の経費の算出方法も例示されているが、およその規模感を知る

目的で本学の公表データを元に単純な平均値を導出したものが表．2 で、財務レポート 3)Ｐ／Ｌの

人件費のうち教員以外分と一般管理費を合わせて「教員管理費」とした。人件費については総額

を単純に平均化しており正確ではないことと人員には付属学校教師数も含まれていることから、

最新のデータ 5）で（教師数を除いたもの）研究人員に近い算出をしたものが“試算“値である。 

  

考察 

 仮に「エフォート 10％」とした場合、大学側の“機会損失”は 200～250 万円程度であり、具

体的適用には学部、学科、職位に応じて精査するべきであるが、およそ大学関係者の規模感（産

学共同研究を受け入れるほど大学が苦しくなる、との意見が検討会資料 1）に示されている。）に

近いものと考えられる。地域の中小企業との共同研究については、正に“機会損失”分が抜け落

ちていると言える。 
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